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関係する計
画、通知等

国土形成計画法第2条、第3条
国土利用計画法第2条、第4条

国土形成計画（全国計画）(平成２０年７月４日閣議決定）
国土利用計画（全国計画）(平成２０年７月４日閣議決定）

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 総合計画課

上位政策

課長　川上征雄国土計画局

一般会計

担当部局庁

総合的な国土形成を推進する
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 89

事業番号 69

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成18度国土形成計画等の主要戦略の具体化

 　19・20年度は、持続可能な都市圏の形成推進方策に関する調査他を実施した。21年度は、アジア国際交通ネット
ワーク形成や交通政策研究環境整備などシームレスアジアの実現に向けたアジア共通交通政策の形成方策、複数の
プロジェクトを効果的に組み合わせるプロジェクトのパッケージ化による相乗効果の創出、自然の保全・再生・創出を含
む生態系のまとまりを考慮したエコロジカル・ネットワーク形成の推進、国民一人一人が国土管理の一翼を担う国土の
国民的経営の具体的展開に関する調査検討を実施した。調査成果の活用を図るため、例えばプロジェクト・パッケージ
化や国土の国民的経営を実施するにあたり、効果的な情報を取りまとめた事例集やガイドブックをホームページにて公
開した。

117

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　　国土形成計画（全国計画）の新しい国土像実現を目指して掲げられた5つの戦略的目標のうち、東アジアにおける
ハード・ソフト両面で継ぎ目のない円滑な人・物・情報等の移動、流通の環境の形成。森林、農地、都市内緑地・水辺、
河川、海を有機的につなぐ生態系のネットワーク（エコロジカル・ネットワーク）による健全な生態系の維持・形成及び美
しく豊かな国土を国民全体で支え、後世代へと継承していく国土の国民的経営及び都市圏における暮らしやすさの確
保等に関する持続可能な都市圏の形成など、全国的な視点に立って行わなければならない関係府省横断的な施策の
具体化のための調査を実施する。

　 平成20年7月に閣議決定された国土形成計画（全国計画）では、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を形
成するとともに、美しく、暮らしやすい国土」を目指すべき新しい国土像とし、その実現のため５つの戦略的目標を掲げ
た。また同時に、全国の区域の国土の利用に関する基本的事項についての国土利用計画（全国計画）が閣議決定され
た。これらの計画の戦略を具体化する上で、関係府省と調整を要する事項に係る調査を行い、具体化を図る上で必要
となる施策の企画・立案をして計画の推進を図る。

実施状況

予算の状況
（単位 百万円）

66127

118 85

総事業費(執行ベース) - - -

執行額

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【一部改善】
　調査業務によって国土形成計画等の主要戦略の具体化が進んでいるのか検証を行うとともに、調査業務の発注にあたっては、
調査の質を確保しつつ、より競争性の高い契約方式を導入することにより、より少ない予算で十分な政策効果を得るよう見直す。
軽微な業務を除き調査の根幹にあたる業務については再委託を禁止する。民間企業に発注できる案件については極力民間の参
加と競争を促すべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【予算科目】
・０７６　国土形成推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　　　　　　（２１年度決算見込額）
・０５－９５　総合的な国土形成の推進に必要な経費
・９５０１６－２１２９－０６　諸謝金　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　１百万円                              ０．６百万円
・９５０１６－２１２２－０８　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９百万円　     　　　 　 　    　　０．６百万円
・９５０１６－２１２２－０８　外国旅費　　　　　　　　　　　　　  　　　　　２百万円　 　　　　　    　 　 　　　　１百万円
・９５０１６－２１２２－０８　委員等旅費　　　　　　　　 　　 　 　　　０．８百万円　　　      　　　      　　０．３百万円
・９５０１６－２１２３－０９　国土形成推進調査費　　　　        　 　　８４百万円　　　　　　  　　　　　　　８２百万円
・

　調査業務の発注にあたっては、調査の質を確保しつつ、より競争性の高い契約方式とすることを検討する。

　調査内容、進め方について、請負者、関係機関と事前の打ち合わせを実施するなど、調査成果に関して必要な水準
が確保されるよう適正な執行に努めている。また、本事業で行った調査は今後国土形成計画、国土利用計画を策定・
見直し等をする際に活用していく。

執行率　※ 92.3% 92.9% 95.2%

117
（単位:百万円）



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省 
８５百万円 

【企画競争】 

・当該事業の企画・立案 
・発注及び進捗管理 
 

諸謝金・職員旅費・外国旅費・委員等旅費 
２．５百万円 

 

Ａ．．民間企業等(５社) 
８２百万円 

国土形成計画等の推進に

関する調査等 

て補足する)
(単位:百万円)



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

Ｂ． F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 17 計

役務費

平成２１年度東アジアにおける国
土政策に関する共同研究・対話の
実現及び相互依存関係の分析に
関する調査業務

17

　 　

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

A.(株)三菱総合研究所 E.

0計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

　 　

Ｃ． G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0

れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 (株)三菱総合研究所 28 1

2 (財)国土計画協会 17 2

3
三菱ＵＦＪリサーチ＆コン
サルティング（株）

14 3

4 (株)日本総合研究所 12 4

5 (株)プレック研究所 11 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

A.民間企業等（５社）８２百万円 　

　


